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１ 戦傷病者等の妻に対する特別給付金の継続支給について 
 
 

１ 制度の概要 

  戦傷病者等の妻に対する特別給付金は、先の大戦で障害を負った夫の介助、

看護や家庭の維持等のため、長年にわたり大きな負担に耐えてきた、戦傷病

者等の妻の精神的痛苦に対して、国として特別の慰藉（いしゃ）を行うため、

無利子の記名国債の交付をもって支給している（昭和41年制度創設）。 

平成28年に、国として引き続き慰藉を行うため法改正を行い、特別給付金

の支給を継続するとともに、受給者の高齢化を踏まえ、５年償還の国債（年1

0万円等）を５年ごとに２回交付することとした。 

併せて、これまでの改正と同様に、国債の償還を終えたとき、夫たる戦傷病

者等が平病死している妻に平病死特別給付金を支給（年１万円×５年）する

こととした。 

２ 請求の受付 

   令和３年４月１日を基準日とする次回の戦傷病者等の妻に対する特別給付

金は、令和３年４月１日から受付が開始される（請求期間は令和３年４月１

日～令和６年４月１日の３年間（令和６年３月31日が日曜日のため。））。 

また、夫たる戦傷病者等が平成25年４月１日～平成28年３月31日の間に平

病死した妻に支給する平病死特別給付金は、令和３年10月１日を基準日とし、

同日から受付が開始されることとなる（請求期間は令和３年10月１日～令和

６年９月30日の３年間）。 

受付開始に当たっての事務処理方法等については、令和２年12月に送付し

た手引（案）等でお示ししたところであり、請求書類についても本年３月中

旬までの送付を予定しているので、各都道府県におかれては、受付開始に向

けた準備を進めていただきたい。 

３ 依頼事項 

時効失権を防止する観点から、各特別給付金の支給要件に該当すると思わ

れる者に対して、厚生労働省から個別案内（対象者氏名等を印字した請求書

等）を送付する予定であり、各都道府県には対象者リストを送付するので、

請求者からの請求に対し、適切かつ迅速な裁定をお願いする。 
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２ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の裁定促進について 
 

１ 制度の概要 

  戦没者等の遺族に対する特別弔慰金は、先の大戦で国に殉じた軍人軍属等の方々

に思いをいたし、戦後何十周年といった特別な機会をとらえ、国として「弔慰」（死

者を弔い、遺族を慰めること）の意を表すため、一定範囲の遺族に対して、無利子

の記名国債の交付をもって支給している（昭和40年制度創設）。 

戦後70周年に当たる平成27年に、弔慰の意を表す機会を増やすため、従来10年償

還の国債を支給していたものを、５年償還の国債を５年ごとに２回支給することと

し、新たな基準日を平成27年４月１日及び令和２年４月１日とする法改正を行った。 

 

２ これまでの国の取組 

令和元年12月に特別弔慰金支給法施行事務研修会（各都道府県職員を対象）を開催

し、事務処理マニュアル（案）に基づき、制度の概要及び事務処理に当たっての留

意点等について説明し、令和２年２月には、ポスター及びリーフレットを地方自治

体等に配付し制度の周知を図った。 

なお、例年６月に開催している援護関係施行事務研修会（各都道府県職員を対象）

は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、令和２年度の開催は見

合わせたが、審査実務の参考にしていただくため、令和２年６月に事例研究等の資

料配布を行った。 

また、各都道府県ブロック援護主管課長会議等において寄せられた質疑や地方

自治体からの各種照会についての回答を取りまとめ、令和２年12月に全都道府県に

共有を行い、事務処理の参考としていただくなど、審査・裁定の促進を図っている。 

 

３ 裁定事務の促進 

  令和２年４月１日から請求受付を開始した第十一回特別弔慰金については、令和

２年11月末現在、居住地都道府県における受付件数は478,519件となっている（令

和２年12月までの財務省への国債発行請求件数は203,993件）。 

  第十一回特別弔慰金の償還は本年４月15日から開始されることから、各都道府県

におかれては、審査体制を整え早期裁定の促進に一層努めていただきたい。 

 

（参考）令和３年度政府予算案（事務委託費） 

   特別給付金等支給事務委託費として、以下のとおり計上。 

［令和２年度］    ［令和３年度政府予算案］ 

948,324千円  →   967,048千円（＋18,724千円） 

 ※詳細は、令和２年 12 月 25 日付け各都道府県民生主管部（局）宛事務連絡 

「令和３年度特別給付金等支給事務委託費予算（案）のお知らせ及び令和３年度

要望額調べについて」参照。 
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３ 遺骨収集等慰霊事業について 

 

 １．遺骨収集事業の抜本的な見直しについて 

 

「戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定人会議」において日本人でない遺骨が収容された可能性

が指摘されながら、適切な対応が行われてこなかったことについては、厚生労働省と

して真摯に反省するとともに、「戦没者の遺骨収集に関する有識者会議」からの意見

等を踏まえ、令和２年５月に公表した「戦没者遺骨収集事業及び事業実施体制の抜本

的な見直しについて」の方針に基づき、遺骨鑑定の体制強化をはじめ、遺骨収集の方

法等について見直しを進めている。 

具体的には、戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定について、令和２年７月に、社会・援護局に

戦没者遺骨鑑定センターを設置し、鑑定を進めている。 

遺骨収集の方法等については、日本人の遺骨である蓋然性が高い場合に、遺骨の一

部を検体として日本に持ち帰り、ＤＮＡ鑑定等の結果、日本人の遺骨であると判定さ

れた場合に他の部位も持ち帰る方針としており、遺骨収集等の手順書の改訂を行うな

ど必要な見直しを進めている。 

 

 ２．遺骨収集等事業について 

 

 「戦没者の遺骨収集の推進に関する法律」（平成 28 年法律第 12 号）及び「戦没者

の遺骨収集の推進に関する基本的な計画」（平成 28 年５月 31 日閣議決定。以下「基

本計画」という。）により平成 28 年度から令和６年度までの９年間が戦没者の遺骨収

集の推進に関する施策の集中実施期間と定められている。 

「戦没者の遺骨収集の推進に関する検討会議」中間とりまとめを踏まえ、海外資料

調査等で得られた情報等に基づき、調査を要する埋葬地を可能な限り調査し、その結

果を踏まえ、遺骨収集を集中的に行うこととしている。 

さらに、政府一体となって取組をより一層推進するため、「戦没者の遺骨収集事業

の推進に関する関係省庁連絡会議」による「戦没者遺骨収集推進戦略」を決定し、現

時点で情報のない遺骨等も含め、未収容遺骨について、国の責務として、可能な限り

の取組を実施することとしている。 

なお、遺骨収集の実施にあたっては、一般社団法人日本戦没者遺骨収集推進協会（以

下「指定法人」という。）が、各戦域における現地調査などの情報収集や、その情報

に基づく遺骨収集を機動的かつ柔軟に行い、国は、企画立案等に加え、関係国政府と

の協議や現地地方政府機関との交渉等、より高度な調整業務を行うこととしており、
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国と指定法人の役割分担を図り、効率的に遺骨収集を実施している。 

今年度の遺骨収集については、新型コロナウイルスの影響により、海外での事業は

実施できていないが、硫黄島及び沖縄において事業を実施している。また、米国ＤＰ

ＡＡ（米国国防省捕虜・行方不明者調査局）が収容した日本人戦没者の遺骨を米国か

ら受領し、日本に送還した。 

 

    ◎遺骨収集の計画 

戦没者の遺骨収集については、基本計画に基づき、厚生労働省が、毎事業年度開

始前に次年度の実施指針を策定し、指定法人に提示するとともに、指定法人は、当

該実施指針の内容に即した事業計画を策定することとしている。 

 

令和３年度における遺骨収集の派遣予定地域は以下のとおり。 

〈南方地域等での遺骨収集〉 

 ①フィリピン、②東部ニューギニア、③ビスマーク・ソロモン諸島、④インド   

ネシア、⑤パラオ諸島、⑥マリアナ諸島、⑦トラック諸島、⑧マーシャル諸島、   

⑨ギルバート諸島、⑩ミャンマー、⑪インド、⑫樺太、⑬沖縄、⑭硫黄島 

  計 １４地域 

〈旧ソ連抑留中死亡者の遺骨収集〉 

    ①ハバロフスク地方、②沿海地方、③ザバイカル地方  計 ３地域 

その他、確度の高い戦没者の遺骨に関する情報が追加的に得られた場合には、応

急的な派遣を実施することとしている。 

 

  ※ 各都道府県におかれては、仮に遺族、団体、協力者等から戦没者の埋葬地等に関    

する情報が得られた際は、速やかに、事業課事業推進室まで連絡するようお願いし

たい。 

 

 ３．慰霊巡拝事業について 

 

遺骨収集事業を補完し、旧主要戦域での戦没者を慰霊するため、遺族が戦没地や

海外戦没者慰霊碑を訪れるとともに、現地で政府主催の追悼式を実施している。 

なお、今年度の慰霊巡拝については、新型コロナウイルスの影響により、海外で

の慰霊巡拝は中止し、硫黄島のみ規模を縮小して実施している。 

 

    （１）南方地域等での慰霊巡拝事業 

旧主要戦域での戦没者の遺族を対象として実施しており、令和３年度は、①フィ

リピン、②東部ニューギニア、③ビスマーク・ソロモン諸島、④トラック諸島、 
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⑤インドネシア、⑥ミャンマー、⑦北ボルネオ、⑧中国、⑨硫黄島の９地域で実施

を計画している。 

     

    （２）旧ソ連地域等での慰霊巡拝事業 

ロシア連邦等の抑留中死亡者の遺族を対象として各地方・州ごとに実施してお

り、令和３年度は、抑留地域である３地域（①ハバロフスク地方、②イルクーツク

州・ブリヤート共和国、③カザフスタン）で実施を計画している。 

 

  （３）参加遺族の募集等 

厚生労働省では、都道府県や市区町村が余裕を持って広報誌等へ掲載できるよう

各都道府県援護主管課宛に実施予定地域ごとの実施時期、派遣予定人員等をお知ら

せしており、１月中を目途にお知らせする予定である。 

慰霊巡拝事業を実施する際の参加遺族の募集にあたっては、各都道府県から推薦

をお願いしたい。 

なお、近年、旅行中に体調を崩し、緊急帰国や滞在延長を余儀なくされるケース

が見受けられることから、参加遺族の推薦に際しては、ご遺族の健康状態にもご留

意いただけるようお願いしたい。 
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４ 戦没者遺骨の身元特定のためのＤＮＡ鑑定及び遺骨等の伝達について 
 

 １．身元特定のためのＤＮＡ鑑定について 

戦没者遺骨の身元特定のためのＤＮＡ鑑定は、主に旧ソ連地域の埋葬地等で発見さ
れた遺骨を対象とし、当局保管の死亡者名簿等から推定される関係遺族に「戦没者遺
骨のＤＮＡ鑑定のお知らせ」を送付し、遺族の申請に基づき実施している。 

平成 11 年から令和元年 11 月末までに、関係遺族約 15,400 人にお知らせを送付し、
約 4,400 人から申請があった。鑑定の結果、1,181 柱の遺骨の身元を特定し、順次遺
族に伝達している。 

令和元年度までに収容した遺骨については、推定される関係遺族に鑑定のお知らせ
を順次送付しているところである。 

また、戦後 70 年を経過し、戦没者遺骨の身元特定に向けて更なる取組を行っていく
必要があり、戦没者遺骨の身元特定に関し､現在､以下の取組を行っている。 

 

  （１）ＤＮＡ鑑定に係る遺族への呼びかけ範囲の拡大 

   遺留品等がなくても、部隊記録等から戦没者がある程度特定できる場合には、遺
族へのＤＮＡ提供の呼びかけを行うことを検討してきた。平成 28 年度は、その実効
可能性の検証のため、部隊記録等の資料が残っている沖縄県の検体からＤＮＡが抽
出された４地域について遺族への呼びかけとＤＮＡ鑑定を実施したが、遺族の特定
に至らなかった。 

   平成 29 年度からは、沖縄４地域に加え、沖縄６地域の戦没者について、さらなる
試行的な取組として、その地域の戦没者の遺族と思われる方からのＤＮＡ鑑定の申
請を公募し、部隊記録のみならず、申請された死亡場所等の情報に基づき、ＤＮＡ
鑑定を実施することとして、平成 29 年７月から受付を開始した。   

   申請のあった遺族については、ある程度戦没者のつながりが確認できる場合には
ＤＮＡ鑑定を実施し、鑑定結果が判明した遺族に結果を通知（令和２年 11 までに遺

族 730 人の申請があり、検体が提供された家族 431 件との間でＤＮＡ鑑定を実施し
たが、戦没者の身元特定には至っていない）。 
南方等戦闘地域の戦没者遺骨の DNA 鑑定については、｢戦没者の遺骨収集の推進

に関する検討会議｣中間とりまとめ（令和元年８月）を踏まえ、硫黄島及びキリバス
共和国ギルバード諸島タラワ環礁においても、遺留品等の手掛かり資料がない戦没
者のＤＮＡ鑑定を、令和２年４月から公募により試行的に実施している。昨年度、
公募による遺族への呼びかけについて各都道府県に広報等による周知について協
力をお願いしたところであるが、引き続き広報等による周知に関し協力をお願いす
る。なお、他の地域については、これらの実施結果を踏まえ、今後、検討すること
としている。 

 

  （２）ＤＮＡ鑑定の対象となる検体の採取部位の拡大 

     これまで、古い遺骨でも比較的ＤＮＡ型情報の保存状態が良いとされる歯を検体
として、ＤＮＡ鑑定を実施し、関連情報と併せて遺族を特定してきた。しかしなが
ら、遺骨収集において歯を採取できるケースが限られていることや、諸外国の鑑定
の実施状況等から、「ＤＮＡ鑑定の対象を四肢骨に拡大すべき」との意見が寄せら
れたため、「戦没者遺骨のＤＮＡ鑑定人会議」の専門家の意見を踏まえ、平成 29 年
度４月は、歯に加えて、四肢骨も検体とすることとした。さらに、｢戦没者の遺骨収
集の推進に関する検討会議｣中間とりまとめを踏まえ、令和元年８月から頭蓋骨（側
頭骨）の錐体部も検体の対象とすることとした。 
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 ２．遺骨及び遺留品の伝達について 

ＤＮＡ鑑定により身元が特定された遺骨や、遺留品調査により所有者が特定された
遺留品は、遺族が居住する都道府県から伝達していただいている。 

地方自治法附則第 10 条の規定に基づき、厚生労働省では、各都道府県職員が遺骨等
を受領するため、「旧軍関係調査事務等委託費」を計上し、予算措置を行っている。
ただし、伝達数が複数ある場合や都道府県側の日程調整が困難な場合には、厚生労働
省職員が都道府県までお持ちするなど、弾力的に対応するので、相談願いたい。 

なお、都道府県庁で記者発表される場合は、その旨当方でも記者発表を行うので、
遺族への伝達７日前までに事前に連絡願いたい。 
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判明者数 否定数 判定不能数

1 北海道 334 57 262 15 44

2 青森県 60 26 34 0 10

3 岩手県 73 29 44 0 7

4 宮城県 49 20 29 0 11

5 秋田県 33 11 22 0 5

6 山形県 61 17 43 1 2

7 福島県 65 22 42 1 19

8 茨城県 72 27 45 0 8

9 栃木県 44 16 28 0 5

10 群馬県 42 18 23 1 5

11 埼玉県 138 55 82 1 23

12 千葉県 156 54 101 1 22

13 東京都 247 87 157 3 46

14 神奈川県 163 46 116 1 34

15 新潟県 65 19 44 2 11

16 富山県 33 14 19 0 1

17 石川県 32 12 20 0 7

18 福井県 24 6 15 3 8

19 山梨県 35 13 22 0 4

20 長野県 76 28 48 0 16

21 岐阜県 55 17 38 0 3

22 静岡県 83 37 44 2 13

23 愛知県 100 42 56 2 16

24 三重県 40 14 23 3 2

25 滋賀県 25 7 16 2 2

26 京都府 53 12 40 1 10

27 大阪府 131 52 73 6 21

28 兵庫県 89 36 51 2 12

29 奈良県 43 17 25 1 0

30 和歌山県 34 20 14 0 5

31 鳥取県 16 6 9 1 1

32 島根県 47 19 28 0 6

33 岡山県 57 20 37 0 3

34 広島県 147 71 75 1 13

35 山口県 53 32 20 1 8

36 徳島県 18 6 12 0 2

37 香川県 24 6 16 2 9

38 愛媛県 61 20 41 0 6

39 高知県 48 16 32 0 9

40 福岡県 116 54 62 0 30

41 佐賀県 33 5 28 0 10

42 長崎県 36 12 24 0 12

43 熊本県 46 22 24 0 21

44 大分県 42 11 31 0 14

45 宮崎県 33 20 13 0 9

46 鹿児島県 66 25 41 0 28

47 沖縄県 222 4 214 4 28

99 日本国外 1 1 0 0 0

3,521 1,181 2,283 57 581

注２：鑑定待者数は、申請があり検体提供があった者

都道府県別ＤＮＡ鑑定結果
令和２年11月末現在

計
注１：上記の件数はいずれも申請者の居住地都道府県別の数である。（判明数も遺骨の伝達件数ではない）

№ 都道府県 鑑定結果数
内訳

鑑定待者数 備考
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令和２年11月末現在

№ 都道府県名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 合　計

1 北海道 3 1 4 8

2 青　森 1 1 2

3 岩　手 3 1 4

4 宮　城 2 2

5 秋　田 1 1

6 山　形 2 2

7 福　島 2 1 3

8 茨　城 2 1 3

9 栃　木 1 1

10 群　馬 1 1 2

11 埼　玉 5 1 3 9

12 千　葉 2 3 1 2 8

13 東　京 7 4 1 12

14 神奈川 3 2 5 2 1 13

15 新　潟 1 1 1 3

16 富　山 2 2

17 石　川 1 1 1 3

18 福　井 0

19 山　梨 1 1

20 長　野 3 1 4

21 岐　阜 1 1 2

22 静　岡 4 1 5

23 愛　知 1 1 2 4

24 三　重 1 1

25 滋　賀 1 1

26 京　都 1 1

27 大　阪 2 1 1 4

28 兵　庫 2 1 3

29 奈　良 1 1

30 和歌山 1 1 2

31 鳥　取 1 1

32 島　根 1 1

33 岡　山 1 1 2

34 広　島 2 3 1 6

35 山　口 1 1 2

36 徳　島 0

37 香　川 1 1

38 愛　媛 0

39 高　知 2 1 1 4

40 福　岡 2 1 2 1 6

41 佐　賀 0

42 長　崎 1 1

43 熊　本 1 2 3

44 大　分 2 2 4

45 宮　崎 2 1 3

46 鹿児島 0

47 沖　縄 1 1

99 日本国外 0

41 20 50 22 9 142

注１：年度別の伝達実績数であり、判明数ではない。
注２：上記の件数はいずれも受領遺族の居住地都道府県別の数である。

戦没者遺骨の伝達実績（都道府県別過去５ヵ年）

計
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５ 遺留品の伝達について 

  

（１）事業の概要 

    戦没者等の遺留品について遺留品保有者から「ご遺族等へ返還したい」との連絡を

受けた場合、以下の業務を実施している。 

・遺留品の画像等を厚生労働省に送付いただき、元の所有者を特定できた場合には、

ご遺族等の所在調査を行い、ご遺族を特定する 

   ・ご遺族が特定でき、受け取りを希望された場合には、遺留品を遺留品保有者から厚

生労働省に送付いただき、ご遺族に返還する。 

 

（２）遺留品の調査（厚生労働省） 

遺留品に書かれた元の所有者名や取得場所・取得時期などの情報を基に、厚生労働

省が保管する資料との照合や歴史資料保管施設が保管する資料を調査することにより

元の所有者の特定を行っている。 

遺留品に元の所有者名が書かれていない、取得場所・時期等が不明遺、留品が劣化

しているなど、身元の特定につながる情報が乏しい案件が少なくなく、ご遺族を特定

することが困難な場合が多い。 

  

（３）遺族等調査、遺留品の伝達（都道府県へ依頼） 

  元の所有者の本籍地都道府県に対して、元の所有者又はその遺族の現住所調査及び

遺留品の受領意思の確認を依頼している。 

受領意思のある元の所有者又はその遺族に対しては、遺族が居住する都道府県から

伝達を依頼している。 

 

（４）遺留品調査業務の一部を委託 

 近年、海外のボランティア団体の協力もあり、遺留品保有者からの返還依頼が増加

傾向にある。このため、平成 30年度からは、遺族等関係者のネットワークを活用でき

る団体の協力を得て、遺留品調査・返還業務の一部を委託して実施している（平成 30

年度、令和元年度、令和２年度は日本遺族会に委託）。 

   委託団体から当該業務に係る調査依頼があった場合は、ご協力をお願いしたい。 
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６ 国内における民間建立戦没者慰霊碑について 

  

（１）補助事業の概要 

   民間団体等が建立した戦没者慰霊碑の維持管理については建立者等が自ら行うこと

が基本であるが、時間の経過によって建立者等が不明となるなどし、維持管理が困難

となっているものもある。 

   このため、平成 28 年度より建立者等が不明で、適切な維持管理が行えておらず、管

理状況が不良の慰霊碑について、自治体が独自事業として移設等を行う場合に、一定

の補助（１／２(上限５０万円)）を行っている。 

 

 （２）補助事業の対象となる慰霊碑 

国内にある慰霊碑で、建立者等が不明であって、管理状況が不良（倒壊の危険など

があり、地域住民へ危害が及ぶおそれがあるもの）の慰霊碑を基本とするが、建立者

等が高齢化し事実上管理できない場合も補助対象とする。 

  

 （参考）慰霊碑の移設等の考え方 

   慰霊碑の移設を行うことにより、今後、慰霊碑が適切に維持される状態になる、若 

  しくは、埋設等を行うことで維持管理する必要がなくなるものについて、事業の実施 

  主体が実際に移設等を行う場合、その費用について上限額の範囲内において補助を行 

  う。 

①移設とは、慰霊碑を都道府県や市町村が管理する土地内等に移動し、設置するこ

とをいう。 

   ②埋設等とは、慰霊碑の建立地等に埋める又は適切に処分することをいう。 
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７ ロシア連邦政府等から提供された抑留者関係資料の調査に
ついて 

 

昭和 20 年８月９日以来の旧ソ連軍の侵攻により、旧日本軍人等が旧ソ連地域また

はモンゴル人民共和国（当時）の地域で抑留された抑留者は、戦後、極寒の地で長期

間にわたり劣悪な環境のもと多大な苦難を強いられ、その間、過酷な強制労働に従事

させられた。 

これらの抑留者を約 57 万５千人、強制抑留下において死亡した抑留者を約５万５

千人と厚生労働省では推計している。 

厚生労働省では、平成３年に日ソ間で締結した協定に基づき、同年以降ロシア連邦

政府等より死亡者名簿等を入手し、同政府等から提供された抑留者関係資料について

は、日本側資料との照合調査を行い、個人を特定できた方については、本籍地都道府

県の協力を得て遺族調査の上、御遺族に資料の記載内容をお知らせしてきている。 

シベリア・モンゴル地域については、これまでの照合調査の結果、約４万１千人（※）

の個人を特定したところ。これに加え、平成 27 年４月以降、その他の地域（興南、

大連、樺太等）についても照合調査を行い、約１千人（※）の個人を特定している。 

（※令和２年 12 月末現在） 

厚生労働省としては、御遺族の高齢化が進んでいることを踏まえ、今後もロシア連

邦政府等に資料提供の働きかけを行うとともに、一日でも早く一人でも多くの死亡者

を特定できるよう引き続き照合調査の促進を図ることとしている。 

また、厚生労働省では、平成 27 年 4 月以降、個人を特定できた方について、速や

かに関係御遺族に情報提供を行う観点から、原則として毎月、身元特定者を公表して

いる。 

各都道府県におかれては関係御遺族の現住所調査及びお知らせの送付に御協力頂

いているが、御遺族の高齢化を踏まえ引き続き速やかな御対応をお願いしたい。 

さらに、厚生労働省では個人を特定できたものの、御遺族の所在が不明のため関係

御遺族へのお知らせができない方を遺族所在不明者名簿として厚生労働省 HP に公表

しているので、当該名簿の周知についてもご協力をお願いしたい。 

 

 なお、平成 23 年８月に、戦後強制抑留者に係る問題に関する特別措置法に基づく

「強制抑留の実態調査等に関する基本的な方針」が閣議決定された。 

 厚生労働省としては、この基本方針に基づき、関係省庁と連携し、民間団体等の協

力も得つつ、抑留中死亡者の資料調査、遺骨収集事業等を進めていくことにしている。 

 

＜照合調査による個人の特定状況＞ 

 死亡者数 個人を特定 

シベリア・モンゴル地域 約５万５千人（注） 約４万１千人 

（注）主に昭和 20 年代の引揚時の港における抑留帰還者からの聴取により推計 

この他にシベリア・モンゴル地域以外で約１千人の個人を特定 
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８ 中国残留邦人等に対する支援策の実施 

（１）地域社会での支援の実施等 

 

中国残留邦人等の高齢化が進んでいる状況を踏まえ、以下の点についてご協力をお願い

したい。  

 

① 中国残留邦人等の高齢化への対応 

ア 中国残留邦人等の介護に係る環境整備【中国帰国者支援・交流センターで実施】 

平成 29 年度より、全国 7 カ所に設置している中国帰国者支援・交流センターに、

中国残留邦人等の特別な事情を理解し、介護に関する知識を有する「介護支援コーデ

ィネーター」を配置し、介護事業所等において中国語等による語りかけ支援を行う「語

りかけボランティア」の募集・研修及び介護事業所等への訪問の調整等を行うほか、

支援・相談員への情報提供・助言、相談対応等を行い、中国残留邦人等が安心して介

護サービスを利用できる環境を整備することとしている。 

語りかけボランティアの訪問については、令和元年度より当該センター遠隔地域に

サブ（介護支援）コーディネーターを配置することとしており、引き続き実施範囲を

拡げることとしているので、平成 30 年４月 25 日付け中国残留邦人等支援室長通知に

基づき、中国残留邦人等及び介護サービス事業者への周知、中国残留邦人等の介護サ

ービス利用状況等の中国帰国者支援・交流センターへの情報提供について、ご協力を

お願いしたい。また、ボランティアの応募希望等があった場合は、各中国帰国者支援・

交流センターを案内していただくようお願いする。 

 

       【参考】中国残留邦人等支援室長通知 

         ○ 「中国残留邦人等介護支援事業「語りかけボランティア訪問」の実施に係る協力依頼に

ついて」（平成 30 年４月 25 日付け社援支発 0425 第１号 中国残留邦人等支援室長から

各都道府県、指定都市、中核市民政主管部（局）長あて通知） 

 

イ 中国残留邦人等地域生活支援事業（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金） 

○ 自立支援通訳による支援の充実 

中国残留邦人等の高齢化により、医療や介護サービスを利用する者が増加してい

ることから、今後も引き続き関係機関との連携を図り、中国残留邦人等がこれらを

受ける際に不便が生じないよう自立支援通訳の人材の確保に努めていただきたい。 

   

○ 帰国者の状況を踏まえた日本語教育支援の実施 

  高齢のため日本語教室等への継続的な参加が困難な帰国者もいることから、平成

28 年度より、交流事業等を通じ日本語能力の維持や地域での孤立防止を目的とし

た、高齢者向けの「日本語交流サロン」も設置できるとしたところである。 

帰国者の状況を踏まえ、現行の日本語教育支援事業から日本語交流サロンへの見

直しを行うなど、引き続き、地域の中国残留邦人等の状況を踏まえた、適切な日本

語教育支援事業をお願いしたい。 
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ウ 公営住宅への優先入居 

 中国残留邦人等の高齢化による身体機能の低下、持病の悪化等により、高層階から

低層階へ、また、バリアフリー化された公営住宅への住み替え需要が高いことから、

平成 20 年３月 31 日及び平成 25 年６月 27 日付けの国土交通省通知の趣旨を踏まえ、

中国残留邦人等から公営住宅の住替えの要望があった場合には、引き続き公営住宅管

理部局と連携を図り、住替えの積極的な活用を行うなどの良質な住環境の確保につい

てご協力をお願いしたい。 

    【参考】国土交通省通知 

○ 「中国残留邦人等の公営住宅への入居の取扱いについて」（平成 20 年３月 31 日付け国

住備第 143 号 住宅総合整備課長から各都道府県公営住宅管理担当部長あて通知） 

○ 「公営住宅に係る優先入居の取扱いについて」平成 25 年６月 27 日付け国住備第 57 号 

住宅総合整備課長から各都道府県・政令市住宅主務部長あて通知） 

 

② 支援・相談員の配置 

支援・相談員については、支援給付の実施機関に配置し、中国残留邦人等のニーズに応

じた助言等を行うことにより中国残留邦人等が安心した生活が送れるよう支援すること

を目的に、都道府県、市町村（特別区を含む）に委託して事業を実施しているところであ

る。 

都道府県・市区町村におかれては、配置基準に沿った体制構築や人材確保等、多大なご

尽力をいただいているところであるが、令和３年度においても引き続き、中国残留邦人

等の状況等を勘案しつつ、適切な支援・相談員の配置をお願いしたい。 

（支援・相談員配置基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※中国残留邦人等の状況やニーズに応じた弾力的運用も可能（要協議）。 

 

③ 次世代継承事業 

ア 普及啓発事業 

地域の方々から中国残留邦人等に対する支援に協力を得られるよう、中国残留邦人

等地域生活支援事業（地域住民に対する広報活動事業）を積極的に活用し、中国残留邦

人等が置かれた立場や状況について理解を深める催し等を開催いただきたい。 

また、各中国帰国者支援・交流センターがボランティア団体等と連携し、地域住民や

次世代を担う若者を対象に実施する「中国残留邦人等への理解を深める普及啓発事業」

支援給付受給世帯数 配置人数 稼働日数の目安（年間） 

１世帯 １人 非常勤 ７日 

２世帯以上４世帯以下 １人 非常勤 21 日 

５世帯以上９世帯以下 １人 非常勤 49 日 

10 世帯以上 19 世帯以下 １人 非常勤 105 日 

20 世帯以上 29 世帯以下 １人 非常勤 175 日 

30 世帯以上 59 世帯以下 １人 常勤 

60 世帯以上 89 世帯以下 ２人 〃 

90 世帯以上 119 世帯以下 ３人 〃 

120 世帯以上 149 世帯以下 ４人 〃 

150 世帯以上 179 世帯以下 ５人 〃 

180 世帯以上 ６人 〃 
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について、引き続き、周知・広報・後援等のご協力をお願いしたい。 

 

イ 中国残留邦人等の証言映像公開事業 

   中国残留邦人等が体験した様々な労苦の証言を映像に残し、広く公開する証言映像

収集・公開事業を平成 28 年度から３ヶ年計画で実施し、収録した 60 名の証言映像は、

厚生労働省ホームページで公開（YouTube 内の MHLWchannel で公開中。“中国残留邦人

等”“証言映像”で検索されたい。）するとともに、各中国帰国者支援・交流センター

で DVD の貸し出しを行っている。地域住民への広報活動事業等の普及啓発事業、地域

の方々との交流や平和学習の機会等に活用いただきたい。 

 

 ウ 「戦後世代の語り部」育成・講話活動事業 

戦後 70 余年が経過し、中国残留邦人等が高齢となる中、中国残留邦人等自らが自身

の体験を語ることが難しくなっていることから、中国残留邦人等の体験と労苦を次の

世代に継承するため、平成 28 年度より、首都圏中国帰国者支援・交流センターにおい

て、「戦後世代の語り部」育成事業を実施している。令和元年度より研修を修了した「戦

後世代の語り部」が講話活動を開始しており、地域住民への広報活動事業等の普及啓

発事業、地域の方々との交流事業や平和学習の機会等に広く活用いただきたい（「戦後

世代の語り部」の派遣に係る旅費等は国が負担する。派遣にあたっては、首都圏中国帰

国者支援・交流センターまで連絡をお願いする。）。 

【参考】「戦後世代の語り部」育成・講話活動事業の概要 

         ・研修予定 １年目：当時の体験や労苦の聞き取り、語り部に必要な基礎的知識、話法技術

等の習得 

          ２～３年目：語り部講話原稿の作成、講話演習、実習等による実践的な研修 

・「戦後世代の語り部」としての活動 

       研修修了後は、「戦後世代の語り部」として委嘱を受け、首都圏中国帰国者支援・交流セ

ンターでの定期講話会の実施の他、普及啓発事業、交流事業、小中高等学校等での平和学習

の機会等での派遣講話活動を行う。 

 

④ 中国残留邦人等二世の就労支援 

ア 日本語が不自由であったり、日本の社会・雇用慣行に不慣れであること等により、安

定就労による経済的な自立の実現が困難な状況も見られることから、平成 26 年 12 月

１日付け中国残留邦人等支援室長通知を参考に、就労支援を実施していない自治体に

おいては、就労相談員の設置など、就労支援事業への積極的な取組を、すでに実施して

いる自治体においては、事業効果を検証し、より多くの方が安定した就労につけるよ

う更なる取組をお願いしたい。 

 

イ 日本語が不自由なため、安定就労による経済的な自立の実現が困難な二世に対し、

「二世の就労に資する日本語教室」を設置することで就労に役立つ日本語の指導を集

中的に行い、安定した就労を確保するとともに安易な離職を防止できるよう支援をお

願いしたい。 

 

ウ 中国残留邦人等の二世を雇用する場合、事業主に対し「特定求職者雇用開発助成金」

制度に基づく助成金が支給されることから、制度の積極的活用の広報をお願いしたい。 
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       【参考】中国残留邦人等支援室長通知等 

          ○ 「中国残留邦人等の二世、三世に対する就労支援について（依頼）」（平成 26 年 12 月

1 日付け社援支発 1201 第１号 中国残留邦人等支援室長から各都道府県、政令都市、中

核市民政主管部（局）長あて通知） 

○ 「特定求職者雇用開発助成金」 

          ハローワーク等の紹介により中国帰国者等であって、本邦に永住帰国した日から 10 年

を経過していない者を継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対し､賃金助

成を行う。 

 

（２）支援給付及び配偶者支援金の支給 

 

平成 20 年４月から、中国残留邦人等の老後の生活の安定のための特別な措置として、老齢 

基礎年金等の支給と支援給付の支給を実施している。 

さらに、平成 26 年 10 月から、中国残留邦人等が亡くなった場合において、残された配偶 

者の生活の安定を図るため、特定配偶者（中国残留邦人等が永住帰国する前から継続してそ 

の配偶者である者）に対して支援給付に加えて、配偶者支援金を支給（満額の老齢基礎年金 

の３分の２相当額を支給）している。 

 

支援給付制度は、制度開始から 10 年を超え、対象となる支援給付受給者の高齢化も進んで

いることから、引き続き、６月の支援給付の収入申告時や家庭訪問の際には、「中国残留邦人

等の方々への支援給付のしおり」、「後発医薬品のしおり」などを活用し、支援給付受給者に

対する各種支援の内容や手続き方法、必要な届出、後発医薬品使用の原則等について、懇切丁

寧な説明をお願いしたい。 

また、配偶者支援金についても引き続き申請漏れがないよう支給対象と見込まれる者に対

する申請の案内及び指導にご尽力願い、中国残留邦人等の死亡後に支給対象となる特定配偶

者がいる世帯に対し、毎年６月の支援給付の収入申告時や家庭訪問の際に、個別に配偶者支

援金の制度案内を行うよう、引き続きご協力をお願いしたい。 

 

 

（３）支援給付等施行事務監査 

 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の 

自立の支援に関する法律第 14 条第４項によりその規定の例によるものとされた生活保護法 

第 23 条に基づき、平成 21 年度から支援給付事務の監査を行っている。 

   令和３年度も、支援給付及び配偶者支援金事務の適正な運用が図られるよう、引き続き 

ご協力お願いしたい。 

  都道府県・指定都市本庁が行う実地監査は、管内の実施機関に対し、４年に１度の割合 

で行うことになっている。引き続き、管内の実施機関に対し実地による支援給付等施行事務

監査を行い、適切な助言指導をお願いしたい。 

  なお、令和３年度に厚生労働省が実施する実地監査の対象となる都道府県市は、本年４月

中にお知らせする予定としている。 
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（予算概要） 
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厚生労働省社会・援護局（援護関係） 

※裏面に続く 

令和３年度援護関係予算案の主要事項 
 

【２年度予算】      【３年度予算案】 

援護関係予算総額          ２１，７００百万円 → ２０，３９６百万円 
 

１ 援護年金               ６，０２０百万円 →  ５，０７０百万円 

（受給人員 ３，５００人 → ３，００９人） 

  

２ 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の支給 １，０６９百万円 → １，０８３百万円 

   支給事務経費の増 

〈支給対象件数〉 

・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金 約８５万人 

・戦傷病者等の妻に対する特別給付金 約６百人 
 

 

３ 遺骨収集事業等の推進         ３，００４百万円 → ２，７６４百万円 

（１）遺骨収集事業               ２，４３３百万円 → ２，１５１百万円 

（２）海外公文書館の資料収集             １７百万円 →    １７百万円 

（３）遺骨の鑑定                  ５２１百万円 →   ５６０百万円 

ア 鑑定実施体制の充実               ２４７百万円 →   ２７６百万円 

      新 分析ラボの設立準備 

・ ＤＮＡ鑑定の充実 

イ 戦没者遺骨に関する研究の推進         ２７４百万円 →   ２８３百万円 

   ・次世代シークエンサによるＳＮＰ分析に係る研究委託 

・形質人類学的鑑定に係る研究委託 

   ・安定同位体比分析に係る研究 

※ 別途、DNA 鑑定に係る研究を科研費で実施 

（４）遺骨・遺留品の伝達              ３３百万円 →    ３５百万円 
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４ 戦没者慰霊事業等                  ５９５百万円 → ６２７百万円 

（１）全国戦没者追悼式挙行経費              １６３百万円 → １９５百万円 

（２）慰霊巡拝等                   ４３３百万円 → ４３１百万円 

ア 慰霊巡拝                     ９８百万円 →  ９９百万円 

イ 政府建立慰霊碑の補修等              ５４百万円 →  ５３百万円 

ウ 海外・国内民間慰霊碑の管理            ２２百万円 →  ２０百万円 

（ア）海外民間建立慰霊碑              １０百万円 →  １０百万円 

（イ）国内民間建立慰霊碑              １２百万円 →  １０百万円 

エ 慰霊友好親善事業                ２５９百万円 → ２５９百万円 

  

５ 昭和館・しょうけい館事業             ６４６百万円 → ６７８百万円 

（１）昭和館                     ４７０百万円 → ４５９百万円 

（２）しょうけい館                  １７７百万円 → ２１９百万円 

 

 

６ 中国残留邦人等の援護等              ９，９８６百万円 → ９，８４８百万円 

（１）中国残留邦人等に対する支援等      ９，８１６百万円 → ９，６９０百万円 

ア 支援給付の実施等            ９，７７７百万円 → ９，６５１百万円 

イ 中国残留邦人等の介護に係る環境整備      ３９百万円 →    ３９百万円 

（２）抑留者関係資料の取得及び特定作業関係    １１０百万円 →   １１８百万円 

（３）戦没者等援護関係資料の移管・整備       ６０百万円 →    ４０百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円単位で四捨五入しているため、各欄の増減が一致しない場合がある。） 
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（参考資料） 
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令和2年12月

厚生労働省社会・援護局（援護関係）

令和２年度 令和３年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

千円 千円 千円

社会・援護局（援護）計上分 12,977,547 11,784,289 ▲ 1,193,258

（項）　厚生労働本省共通費 2,279 2,279 0  

厚生労働本省一般行政に必要な経費 2,279 2,279 0

（項）　遺族及留守家族等援護費 8,029,202 7,068,049 ▲ 961,153

遺族及留守家族等の援護に必要な経費 8,029,202 7,068,049 ▲ 961,153

援護審査会経費 921 921 0

戦傷病者戦没者遺族等援護法施行経費 6,114,953 5,172,588 ▲ 942,365
援護年金等の支給
                    6,020百万円　→　5,070百万円

戦傷病者特別援護経費 242,480 260,902 18,422
１　戦傷病者等の労苦継承事業の実施
　しょうけい館の運営費　　177百万円　→　219百万円

２　医療費の支給
                          38百万円　→　17百万円

３　特別援護費関係
　　・療養手当
　　　　　　　月額　　30,700円　→　30,700円
　　・葬祭費
　　　　　　　単価　209,000円　→　209,000円

未帰還者留守家族等援護経費 12,331 12,328 ▲ 3
　葬祭料
　　　　　　　単価　209,000円　→　209,000円

未帰還者に関する特別措置経費 414 384 ▲ 30

戦没者等の遺族等に対する特別給付金等の
支給事務に必要な経費

1,069,269 1,083,437 14,168

昭和館等に係る経費 588,834 537,489 ▲ 51,345 昭和館運営費     470百万円　→　459百万円

（項）　戦没者慰霊事業費 3,637,196 3,430,343 ▲ 206,853

 戦没者遺骨収集事業等に必要な経費 3,001,169 2,760,600 ▲ 240,569

戦没者遺骨収集事業等の実施に必要な経費 3,001,169 2,760,600 ▲ 240,569

１ 遺骨収集関連事業

　①ﾌｨﾘﾋﾟﾝ　②東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ ③ﾋﾞｽﾏｰｸ･ｿﾛﾓﾝ諸島

　④ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ⑤ﾊﾟﾗｵ諸島 ⑥ﾏﾘｱﾅ諸島　⑦ﾄﾗｯｸ諸島

　⑧ﾏｰｼｬﾙ諸島 ⑨ｷﾞﾙﾊﾞｰﾄ諸島 ⑩ﾐｬﾝﾏｰ

　⑪ｲﾝﾄﾞ ⑫樺太 ⑬沖縄　⑭硫黄島

　○旧ソ連地域（⑮ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ地方 ⑯沿海地方

　⑰ｻﾞﾊﾞｲｶﾙ地方 　⑱ｱﾙﾀｲ地方　⑲ﾌﾞﾘﾔｰﾄ共和国　⑳ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ)

２ 遺骨・遺留品の伝達

３ 戦没者遺骨に係るＤＮＡ鑑定

戦没者遺骨収集事業等の推進に必要な経費 636,027 669,743 33,716

戦没者追悼式挙行等に必要な経費 480,574 513,786 33,212 １ 全国戦没者追悼式挙行経費
　　　　　　　　　　　　163百万円　→　195百万円

２  戦没者遺児による慰霊友好親善事業
               　　　　  259百万円  →  259百万円

３ 国内・海外民間建立慰霊碑の移設等
               　　　      22百万円  →    20百万円

戦没者遺骨処理等諸費 155,453 155,957 504

１ 慰霊巡拝                      

　①ﾌｨﾘﾋﾟﾝ　②東部ﾆｭｰｷﾞﾆｱ ③ﾋﾞｽﾏｰｸ･ｿﾛﾓﾝ諸島

　④ﾄﾗｯｸ諸島 ⑤ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ⑥ﾐｬﾝﾏｰ ⑦北ﾎﾞﾙﾈｵ ⑧中国 ⑨硫黄島 

　○旧ソ連地域等（⑩ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ地方　⑪ｲﾙｸｰﾂｸ州・ﾌﾞﾘﾔｰﾄ共和国

　 ⑫ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ）

２ 慰霊碑の補修等

３ 遺骨・遺留品の伝達

事　　　　　　　　項

１　令和３年度予算案事項別内訳

備　　　　考
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令和２年度 令和３年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額
事　　　　　　　　項 備　　　　考

（項）　中国残留邦人等支援事業費 1,092,429 1,078,781 ▲ 13,648

 中国残留邦人等の支援事業に必要な経費 1,092,429 1,078,781 ▲ 13,648

中国残留邦人等に対する生活支援 500,766 507,422 6,656 ・満額の老齢基礎年金等支給のための保険料の追納
                       76百万円　→　76百万円

定着自立援護 390,987 391,470 483

帰国受入援護 134,066 112,656 ▲ 21,410 ・永住帰国見込世帯人員
　　　　　　　　2世帯 6人　→　   2世帯　  6人
・一時帰国見込世帯人員
　　　　57世帯113人　→　 54世帯 107人

身元調査等 27,901 28,433 532 ・訪中調査対象孤児数　　　　　  2人　→　  2人
・訪日調査対象者数　　　　 　    1人　→　  1人

介護に係る環境整備 38,709 38,800 91

（項）　恩給進達等実施費 216,441 204,837 ▲ 11,604

 恩給進達及び人事資料の保管等に必要な経費 216,441 204,837 ▲ 11,604

資料整備諸費 170,248 158,206 ▲ 12,042

 戦没者叙勲等の進達等に必要な経費 1,766 1,766 0

 旧軍人遺族等恩給の事務処理に必要な経費 44,427 44,865 438

社会・援護局（社会）計上分 8,723,321 8,611,474 ▲ 111,847

(項)生活保護等対策費 8,723,321 8,611,474 ▲ 111,847

中国残留邦人等に対する生活支援 8,723,321 8,611,474 ▲ 111,847

　中国残留邦人生活支援給付金 8,482,015 8,358,208 ▲ 123,807 ・特定中国残留邦人等に対する支援給付の実施

　配偶者支援金 241,306 253,266 11,960 ・特定配偶者に対する配偶者支援金の支給

中国残留邦人等に対する生活支援 生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

・中国残留邦人等地域生活支援事業の実施

令和２年度 令和３年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

援護関係合計 21,700,868 20,395,763 ▲ 1,305,105

社会・援護局（援護）計上分 12,977,547 11,784,289 ▲ 1,193,258

社会・援護局（社会）計上分 8,723,321 8,611,474 ▲ 111,847

事　　　　　　　　項 備　　　　考
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令和2年12月

（参考）　令和３年度予算案　地方公共団体等予算事項別内訳

令和２年度 令和３年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

千円 千円 千円

社会・援護局（援護）計上分 1,562,135 1,583,740 21,605

（項）　遺族及留守家族等援護費 1,031,637 1,047,003 15,366

（目）遺族及留守家族等援護事務委託費 1,026,766 1,042,132 15,366

69,705 66,588 ▲ 3,117

（目細）留守家族等援護事務委託費 8,737 8,496 ▲ 241 １　留守家族等援護　 　　　　112千円
２　未帰還者特別措置　　　    78千円
３　戦傷病者特別援護　　　8,306千円

948,324 967,048 18,724

4,871 4,871 0 沖縄県

（項）　戦没者慰霊事業費 40,615 39,143 ▲ 1,472

（目）旧軍関係調査事務等委託費 2,944 2,974 30

2,944 2,974 30

（目）戦没者遺骨収集事業等委託費 26,159 26,159 0 沖縄県

（目）遺骨収集等派遣費補助金 11,512 10,010 ▲ 1,502 ・国内民間建立慰霊碑の移設等　10,010千円

（項）　中国残留邦人等支援事業費 452,665 460,247 7,582

（目）遺族及留守家族等援護事務委託費 452,665 460,247 7,582

（目細）特別給付金等支給事務委託費 212 212 0

452,453 460,035 7,582 「支援・相談員」の配置 　410,417千円

（項）　恩給進達等実施費 37,218 37,347 129

（目）旧軍関係調査事務等委託費 37,218 37,347 129

6,335 5,974 ▲ 361

30,883 31,373 490
１　旧軍人遺族等恩給進達関係     29,660千円
 
２　戦没者叙勲等進達関係　   1,713千円

令和２年度 令和３年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

社会・援護局（社会）計上分 8,723,321 8,611,474 ▲ 111,847

（項）　生活保護等対策費 8,723,321 8,611,474 ▲ 111,847

（目）生活扶助費等負担金 3,963,956 3,928,884 ▲ 35,072

（小事項）中国残留邦人生活支援給付金 3,722,650 3,675,618 ▲ 47,032 ・特定中国残留邦人等に対する支援給付の実施

（小事項）配偶者支援金 241,306 253,266 11,960 ・特定配偶者に対する配偶者支援金の支給

（目）医療扶助費等負担金 4,535,212 4,472,890

（小事項）中国残留邦人生活支援給付金 4,535,212 4,472,890

（目）介護扶助費等負担金 224,153 209,700

（小事項）中国残留邦人生活支援給付金 224,153 209,700

（目）生活困窮者就労準備支援事業費等補助金
生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

生活困窮者自立
支援法等に係る
補助金の内数

・中国残留邦人等地域生活支援事業の実施

令和２年度 令和３年度 対前年度

予　算　額 予　算　案 増　減　額

援護関係合計 10,285,456 10,195,214 ▲ 90,242

社会・援護局（援護）計上分 1,562,135 1,583,740 21,605

社会・援護局（社会）計上分 8,723,321 8,611,474 ▲ 111,847

事　　　　　　　　項 備　　　　考

事　　　　　　　　項 備　　　　考

備　　　　考事　　　　　　　　項

（目細）戦傷病者戦没者遺族等援護事務委託費

（目細）旧軍人遺族等恩給進達事務等委託費

（目細）特別給付金等支給事務委託費

（目細）旧軍関係調査事務等委託費

（目細）引揚者等援護事務委託費

（目）遺族及留守家族等援護活動費補助金

（目細）旧軍関係調査事務等委託費
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２．援護年金について 

 

 援護年金額は、恩給と同様に平成 19 年度から公的年金の引上率（物価上昇率等により決

定）を基準に自動改定する仕組みを導入している。 

 令和３年度の援護年金額は、公的年金の引上率を基準に算出した改定率が１以下であれ

ば、額は据置きとなる。 

 

（１）障害年金（年額） 

障害の等差 基本額 扶養親族加給 特別加給 

特別項症 障害の状態に応じ、 

○公務傷病 

 9,729,100 円 

  ～ 961,000 円 

○勤務関連傷病 

 7,417,100 円 

  ～743,000 円 

 

 

○戦傷病者の配偶者：193,200 円 

○その他の扶養親族（子・孫・父母・祖父 

母）（※） 

【戦傷病者に配偶者がいる場合】 

 １人目・２人目：72,000 円/人、 

 ３人目～：36,000 円/人 

【戦傷病者に配偶者がいない場合】 

 １人目：132,000 円、２人目：72,000 円、 

 ３人目～：36,000 円/人 

27 万円 

第１項症・ 

第２項症 

21 万円 

 

第３項症～ 

第６項症 

 

 

 

― 

 

 

 

第１款症～ 

第５款症 

 

 ※ 第２款症から第５款症までの扶養親族加給は、配偶者加給 193,200 円のみ。 

 ※ 戦傷病者の配偶者以外の扶養親族については、年齢や障害のため生活資料を得ることができない 

こと等の要件がある。 

 

（２）遺族年金・遺族給与金（年額） 

 ① 対象者 

   戦没者と生計関係のあった遺族に支給され、支給の優先順位は、配偶者、子、父母、 

  孫、祖父母の順である。 

   この順位の最も高い者を「先順位者」といい、その他の者を「後順位者」という。 

 ※ 戦没者の配偶者以外の遺族については、年齢や障害のため生活資料を得ることができないこと等の 

  要件がある。 

 ② 支給額 

死亡の原因等 先順位者への支給 後順位者への支給 

               公務死亡                 1,966,800 円 72,000 円／人 

     勤務関連死亡・公務重症平病死       1,573,500 円 56,400 円／人 

 平病死（公務軽症者・勤務関連重症者）    557,600 円 ― 

平病死（勤務関連軽症者）・公務傷病併発死  456,400 円 ― 

            勤務関連併発死               335,000 円 ― 

 ※ 「平病死」とは、障害年金の受給者が、その給付の原因となった公務傷病等以外の事由により死亡 

  することをいう。 

   「併発死」とは、公務傷病等にかかり、在職期間又は退職後一定期間内に死亡し、かつ、公務傷病 

  等と死亡の因果関係が不明確な場合をいう。 
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３．援護年金等受給者数について 

 

（１）援護年金受給者数                       3,304 人（令和２年 11 月末） 

  ① 障害年金                                       665 人 

  ② 遺族年金、遺族給与金                         2,639 人 

 

 

（２）各種特別給付金等                    （令和２年 11 月末） 

  ① 第二十七回特別給付金（200 万円）国債発行請求件数 

   （戦没者等の妻に対する特別給付金）                46,559 件 

 

  ② 第二十八回特別給付金（50 万円～7.5 万円）国債発行請求件数 

   （戦傷病者等の妻に対する特別給付金）                   2,802 件 

 

  ③ 第二十六回特別給付金（100 万円）国債発行請求件数 

 （戦没者の父母等に対する特別給付金）                               28 件 

  ※平成30年度の給付は、受給者高齢化、対象者少数（3名）となったため予算措置による現金給付を実施。 

 

  ④ 第十回特別弔慰金（25 万円）国債発行請求件数(平成 27 年施行分) 

950,756 件 

    第十一回特別弔慰金（25 万円）国債発行請求件数(令和２年施行分) 

203,993 件 

  （戦没者等の遺族に対する特別弔慰金）                        
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４ 昭和館・しょうけい館について

・戦傷病者とその家族が体験した戦中・戦後の労苦を次世代に
伝えていくため、厚生労働省が開設した国立の施設（平成18
年３月）。

・常設展示室での実物資料の展示、図書・映像・音響資料の
閲覧事業、関連情報提供事業等を実施。

・春夏に企画展を開催。

・戦中・戦後の労苦を語り継ぐ「戦後世代の語り部の育成（研
修）」を実施。令和元年度からは、研修修了者を語り部として
委嘱し、来館者への講話や小中学校等への出張講話を行う
「戦後世代の語り部活動」を実施。

・しょうけい館ＨＰ http://www.shokeikan.go.jp

・地下鉄「九段下」駅６番出口から徒歩1分

・戦中・戦後の国民生活上の労苦を次世代に伝えていくため、
厚生労働省が開設した国立の施設（平成11年３月）。

・常設展示室での実物資料の展示、図書・映像・音響資料の
閲覧事業、関連情報提供事業等を実施。

・春夏に特別企画展を開催。

・戦中・戦後の労苦を語り継ぐ「戦後世代の語り部の育成（研
修）」を実施。令和元年度からは、研修修了者を語り部として
委嘱し、来館者への講話や小中学校等への出張講話を行う
「戦後世代の語り部活動」を実施。

・昭和館HP http://www.showakan.go.jp

・地下鉄「九段下」駅４番出口から徒歩1分

昭 和 館 しょうけい館

戦中・戦後の労苦に関する資料の収集・展示を行う、昭和館、しょうけい館、平和祈念展示資料館（総務省委託）が連携し、戦
中・戦後の労苦を次世代に伝えていくため、地方における「３館連携企画展の開催」や「夏休み３館めぐりスタンプラリー」等を実
施。

３館連携の取組
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《趣旨・目的》

○旧陸海軍等が作成した人事関係資料を含む戦没者等援護関係の資料は、これま
で援護年金の支給や戦没者の慰霊事業（遺骨帰還・慰霊巡拝）などの援護関係業
務のため使用してきた。
○これら資料について、先の大戦に関する貴重な歴史資料として、資料の公開と
後世への伝承等を図ることを目的として、戦後７０周年にあたる平成２７年度ま
での５年間で、業務において引き続き保有を要するものを除いて、国立公文書館
へ概ね移管した。
○平成２８年度以降も保有資料の整理を進め、国立公文書館への移管を推進して
いる。

厚
生
労
働
省

戦没者等援護関係資料
（陸軍遭難船舶名簿、軍人索引簿等）

《移管後の資料》
○移管後の資料は、国立公文書館において、特定歴史公文書等とし
て原則永久保存
○利用請求がなされた場合は、個人情報等の利用制限事由を除き、
利用者へ公開

○電子化した資料に基づき、引き続き援護関係業務を実施

５ 援護関係資料の国立公文書館への移管について
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【国の責務】
・国が戦没者の遺骨収集の推進に関する施策を総合的に策定し、確実に実施
・平成28年度から令和６年度（平成36年度）までの間を戦没者の遺骨収集の推進施策の集中実施期間とすること
・厚生労働大臣は、戦没者の遺骨収集の円滑・確実な実施を図るため、外務大臣、防衛大臣等と連携協力を図ること

【遺骨収集の定義】
・遺骨収集とは、沖縄、東京都小笠原村硫黄島その他厚生労働省令で定める本邦の地域（※）又は本邦以外の地域
で死亡した我が国の戦没者の遺骨を収容し、本邦に送還し、戦没者の遺族に引き渡すこと等 ※南西諸島等

【基本計画に基づく実施】
・政府は、戦没者の遺骨収集の推進に関する基本計画（令和６年度（平成36年度）までの集中実施期間）を策定
・政府は、地域の状況に応じた計画的・効果的な遺骨収集を実施

【実施法人の指定】
・戦没者の遺骨収集に関する活動を行うことを目的とし、情報収集、遺骨の収容、送還等を適正かつ確実に行うこと
ができると認められる一般社団法人又は一般財団法人を厚生労働大臣が指定

【その他】
・政府の財政上の措置等
・情報収集及び分析
・関係国政府等の理解と協力
・鑑定等の体制整備

［厚生労働省設置法の改正］
・戦没者の遺骨の収集等を厚生労働省の所掌事務として法律上明示

［施行期日］
・平成28年４月１日

平成28年5月31日 閣議決定

６ 「戦没者の遺骨収集の推進に関する法律」（平成28年法律第12号）概要
※ 平成27年９月11日、衆議院厚生労働委員長提出。同日衆厚労委・衆議院で可決（全会一致）、参議院は継続審議へ。

平成28年２月18日、参厚労委可決、２月24日、参議院で修正を経て可決（全会一致）、衆議院へ回付。３月23日、
衆厚労委可決、３月24日、衆議院で可決、成立（全会一致）

平成28年8月19日 法人を指定
【指定法人】 一般社団法人「日本戦没者遺骨収集推進協会」
【会 長】 尾辻秀久 参議院議員
【所属団体（１３団体※）】※平成31年3月末時点
（一財）日本遺族会 硫黄島協会
（公財）大東亜戦争全戦没者慰霊団体協議会 特定非営利活動法人 JYMA日本青年遺骨収集団
（一財）全国強制抑留者協会 特定非営利活動法人 国際ボランティア学生協会
東部ニューギニア戦友・遺族会 小笠原村在住硫黄島旧島民の会
全国ソロモン会 特定非営利活動法人 日本地雷処理を支援する会
水戸二連隊ペリリュー島慰霊会 （公社）隊友会
特定非営利活動法人 太平洋戦史館

30



「戦没者の遺骨収集の推進に関する基本的な計画（平成28年５月31日閣議決定）」概要

第５条 政府は、集中実施期間における戦没者の遺骨収集の推進に関する施策を総合的かつ計画的に行うため、戦没者
の遺骨収集の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない。

３ 厚生労働大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

戦没者の遺骨収集の推進に関する法律（抄）

１．集中実施期間
・ 平成２８年度から平成３６年度までを遺骨収集推進施策の集中実施期間とし、平成２９年度までに各国の国立公文

書館等の文書等の収集や現地調査といった必要な情報の収集に集中的に取り組み、それらの情報等をもとに戦没者

の遺骨収集を実施する。

２．関係行政機関との連携協力
・ 厚生労働省から協力を求められたときは、外務省、防衛省その他関係行政機関は、可能な限り協力する。

（※）外務省：関係国の政府等との協議等、在外公館での専門担当官の配置、遺骨の一時保管、JICAへの協力要請 等
防衛省：硫黄島における輸送その他支援、自衛艦等の運行に際しての遺骨送還、防衛研究所の有する情報及び知見の提供 等

３．事業計画の策定、情報収集・遺骨収集の実施
（１）厚生労働省は、毎事業年度開始前に、別紙の集中実施期間における地域ごとの取組方針に即して、次年度の
実施指針を策定し、指定法人は、毎事業年度開始前に、当該実施指針に即して、事業計画を策定する。
（※）実施指針の策定に当たっては、各地域における情報収集の状況、国際情勢等を踏まえ、地域特性等に応じた取組目標等を可能な限り
明確に設定し、事業の検証にも資するものとする。

（２）情報収集及び遺骨収集については、厚生労働省の指導監督の下、指定法人が、必要に応じて民間団体等の協力

を得ながら、事業計画に基づいて実施する。ただし、相手国政府との協議等を要する場合など政府の主体的な対応

が要求される場合は、厚生労働省が実施する。

４．戦没者の遺骨の鑑定等
・ 遺骨のＤＮＡデータベース化を推進するとともに、遺留品等がなくても、部隊記録等の資料によりある程度戦没者が

特定できる場合には、当該戦没者と関係すると思われる遺族に呼びかけを行い、ＤＮＡ鑑定を実施する。

５．実施状況の公表
・ 厚生労働省は、戦没者の遺骨収集等の実施状況を、毎事業年度終了後速やかにとりまとめ、公表する。 等

主な記載事項
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地域名 取組方針

沖縄 大規模な壕等について、資料調査や民間団体等との連携により確度の高い情報を得た上で、現地
調査を実施し、遺骨収集を実施する。

関係省庁で連携し、米軍施設及び区域内の遺骨収集について米国側の同意を得て、現地調査を
実施し、遺骨収集を推進する。

硫黄島 関係省庁会議において策定された取組方針等を踏まえ、関係省庁が連携を図りつつ、遺骨収集を
推進する。

（１）沖縄及び硫黄島

（２）遺骨収集を推進する（１）以外の地域

ミャンマー、東部ニュー
ギニア、ビスマーク・
ソロモン諸島 等

資料調査や現地の事情に精通し、幅広い情報網を有する民間団体等との連携により確度の高い
情報を得た上で、現地調査を実施し、遺骨収集を推進する。

旧ソ連（ウズベキスタ
ンを除く）、モンゴル

抑留中死亡者の埋葬地等について、資料調査や民間団体等との連携により確度の高い情報を得
た上で、現地調査を実施し、遺骨収集を推進する。

樺太・千島（北樺太を
除く）

資料調査や民間団体等との連携により確度の高い情報を得た上で、又は、他国による戦没者の
遺骨収集が実施された際に、我が国の戦没者であると思われる遺骨に関する情報が得られた場合
には、現地調査を実施し、遺骨収集を推進する。

（３）遺骨収集を推進するために現地政府等と協議等が必要な地域

フィリピン、中国本土、中国東北部（ノモンハンを含む）、インドネシア（西イリアンを含む）、マーシャル諸島、マリアナ諸島（グ
アムを含む）、ウズベキスタン、アリューシャン列島については、関係省庁と連携し、相手国側と必要な協議等を行い、その結果
を踏まえて遺骨収集を推進する。

一柱でも多くの遺骨を早期に収容又は本邦に送還し、遺族に引き渡すことが国の重要な責務であるとの認識の下、遺族の心情
に鑑み、遺骨の尊厳を損なうことのないよう、丁重な配慮をしつつ、地域ごとの取組方針に基づく戦没者の遺骨収集を推進する。

【別紙】集中実施期間における地域ごとの取組方針
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